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９. 科学技術イノベーションと社会

10. 実効性ある科学技術イノベーション政策の推進



総論



⽇本の研究開発システム全体俯瞰 【研究資⾦】 平成25年度

科学的な基本
原理・現象の

発⾒

原理・現象の
定式化

技術ｺﾝｾ
ﾌﾟﾄの確
認

研究室レ
ベルでのテ
スト

想定使⽤
環境でのテ
スト

実証・ﾃﾞﾓ
ﾝｿﾄﾚｰｼｮﾝ

実⽤環境での
システム・プロト
タイプデモ

システムの完成、有効性確認 事業化/
既存の材料、装置、製品、システム、⼯程等の改良

1 2 3 4 5 6 7 8 9

      研究費総額 (⾃然科学系）注2

注1  TRLについては、経産省資料、EU資料に内閣府加筆

注2　研究費（⾃然科学系のみ）は平成25年度実績。　総務省 平成26年科学技術研究調査結果

     科学技術研究調査は統計法に基づく基幹統計調査。昭和28年以降62回⽬の調査。調査票を郵送し回答を回収。

　　　⼤学等は全数を対象、企業は約13,400と公的機関等は約1,100を抽出し、⼤学は約100％、企業約83％、

　  　公的機関等約99％の回答率。企業は、経済センサス等をベンチマークとして推計。

　　　基礎研究：特別な応⽤、⽤途を直接に考慮することなく、仮説や理論を形成するため、⼜は現象や観察可能な事実に関して新しい知識を得るために⾏われる理論的⼜は実験的研究をいう。
　　　応⽤研究：特定の⽬標を定めて実⽤化の可能性を確かめる研究や、既に実⽤化されている⽅法に関して、新たな応⽤⽅法を探索する研究をいう。

　　　開発研究：基礎研究、応⽤研究及び実際の経験から得た知識の利⽤であり、新しい材料、装置、製品、ｼｽﾃﾑ、⼯程等の導⼊⼜は既存のこれらのものの改良を狙いとする研究をいう。

注3　中⼩企業は、資本⾦１億円未満の企業の研究費総額（性格別は不明だが、開発研究費と想定）

Technology
Readiness Level
　(TRL)　注１

※（　）内は⾃然科学
系の性格別研究費の割
合、　⾦額（平成25年
度)

知財戦略／
ビジネスモデル改良／

市場規模拡⼤

基礎研究
（約15％: 25千億円）

応⽤研究
（約23％: 38千億円）

開発研究
（約62％: 104千億円）

⼤学等 基研
約 １３ 千億円
（H16年度⽐＋2千億円）

⼤学等の約５４％
基礎研究の約５1％

⼤学等 応研 約 ９ 千億円
⼤学等の約３７％
応⽤研究の約２３％

⼤学等 開研 約 2 千億円 ⼤学等の約９％ 開発研究の約２％

公研等 応研 約 6 千億円
公研等の約34％ 応研の約15％

企業 基研 約 ９ 千億円

企業の約７％
基礎研究の約３４％

企業 応研
約 ２４ 千億円
企業の約１９％
応⽤研究の約６２％

企業 開研
約 ９４ 千億円
企業の約７４％
開発研究の約９１％

⼤学等

公的研究
機関等

企業

企業から⼤学等への研究費：
約 9 百億円

約 24 千億円※

約 17 千億円

約 127 千億円

中⼩企業 約 3 千億円 注3

公研等 開研 約 7 千億円 公研の約４４％ 開研の約７％公研等 基研 約 4 千億円
公研等の約22％ 基研の約15％

効果的な橋渡し、
資⾦・⼈材・情報の
流動性向上が課題

橋渡しの３パターン
①公的研究機関（独等）
②ベンチャーー企業（⽶国）
③共同研究型

投資効率低下、将来の種撒き（現状は、短期的な課題中
⼼）、オープンイノベーション活⽤等に課題

「ヘビーサイエンス系」・製造業系
ベンチャー育成、橋渡しに課題

国際的な相対的地位低下、
新規・融合分野、多様性喪失
懸念、説明責任対応等に課
題

企業から公的研究機関等
への研究費：
約8百億円

内政府負担

約 15  千億円
内国公⽴⼤⾃⼰資⾦
約 10 千億円

内政府負担

約 16  千億円
内公的機関⾃⼰資⾦
約6 千億円

内政府負担

約 1 千億円

※⼤学等の⾃然科学系
以外を含む研究費総額
約 37 千億円

内政府負担
約 18 千億円

海外

約 20 億円

約 80 億円

約 800 億円
内外国企業
600億円

⼤学改⾰と資⾦制度
改⾰対応、社会ﾆｰｽﾞ
に即した⼈材育成、
評価等に課題

出典：内閣府作成



研究⼈材⽤語定義：

研究者：
⼤学（短期⼤学を除く）の課程を修了した者（⼜はこれと同等以上の専⾨知識を有する者）で、
特定の研究テーマをもって研究を⾏っている者

研究補助者：
研究者を補佐し、その指導に従って研究に従事する者

技能者：
研究者、研究補助者以外の者であって、研究者、研究補助者の指導及び監督の下に研究に付随する技術的サービスを⾏う者

研究事務その他の関係者：
上記以外の者で、研究関係業務のうち庶務、会計等に従事する者

⽇本の研究開発システム全体俯瞰 【⼈材】 平成25年度

出典：
平成26年科学技術調査結果 総務省
平成26年12⽉データにより、内閣府作成

研究⽀援⼈材の
効果的活⽤が課題

過半を占める企業⼈材の有
効活⽤（学び直し、再配置
等）及び博⼠取得者や⼥性
の活⽤（ﾍﾞｰｽとなる⼯学部
卒⼥⼦学⽣増加）等が課
題

１．研究⼈材ストックの所属状況 ２．研究⼈材のフローの状況
2-1 機関間移動の状況

2-2 ⼈材育成フローの状況

・優秀な学⽣が⾒通しをもっ
て博⼠課程に進学し、研
究に専念できる安定的な
⽀援⽅策や多様なキャリ
アパスの形成が課題

・教育・研究指導環境の
抜本的強化が課題

・他⼤学、公的研究機関
や産業界との間の連携
の促進が課題

出典：内閣府作成

企業等



約11千億円
⼤学等 基研

⼤学等の約54％
基礎研究の約50％

約7千億円
⼤学等 応研 ⼤学等の約37％

応⽤研究の約20％

約4千億円
公研等 基研 公研等の約25％

基研の約18％

約5千億円
公研等 応研 公研等の約32％

応研の約14％

約8千億円 公研等 開研 公研の約44％ 開研の約8％

約7千億円
企業 基研
企業の約6％
基礎研究の約32％ 約23千億円

企業 応研
企業の約19％
応⽤研究の約66％

約88千億円

企業 開研
企業の約75％
開発研究の約90％

⼤学等⼤学等

企業企業

公的研究
機関等
公的研究
機関等

科学的な基本

原理・現象の

発見

原理・現象の

定式化

1 2

技術ｺﾝｾ

ﾌﾟﾄの確認

（POC)

研究室レ

ベルでの

テスト

想定使用

環境での

テスト

実証・ﾃﾞﾓ

ﾝｿﾄﾚｰｼｮ

ﾝ

実用環境

システム・

トタイプデ

3 4 5 6 7

システムの完成、有効性確認
事業化/

既存の材料、装置、製品、システム、工程等の改良

8 9

基礎研究
（約14%: 22千億円）

応⽤研究
（約23%: 36千億円）

開発研究
（約63%: 98千億円）

Technology
Readiness Level
（TRL） 注1

知財戦略/
ビジネスモデル改良
/市場規模拡⼤

知財戦略/
ビジネスモデル改良
/市場規模拡⼤

約2千億円 ⼤学等 開研 ⼤学等の約9％ 開発研究の約2%

研究費総額

注1  TRLについては、経産省資料、EU資料に内閣府加筆
注2 研究費（⾃然科学系のみ）は平成16年度実績 総務省 平成17年科学技術研究調査結果

⼤学等は全数を対象、企業は約13,000と公的機関等は約1,000を抽出し、⼤学は全数の回答、企業は約79％、公的機関等は約99％の回答率
企業は、経済センサス等をベンチマークとして推計

企業から公的研究機関等への
研究費：約 7 百億円

企業から⼤学等への
研究費：約 8 百億円

海
外
海
外

約10億円

約20億円

約400億円

約20千億円

約17千億円

約119千億円

⽇本の研究開発システム全体俯瞰 【研究資⾦】 平成16年度

出典：内閣府作成



⽇本の研究開発システム全体俯瞰【⼈材】 平成16年度

１．研究⼈材ストックの所属状況 ２．研究⼈材のフローの状況

２－１ 機関間移動の状況

出典：総務省統計局 「科学技術研究調査」（平成16年）
を基に内閣府作成

⼤学等
（336千⼈）

企業
（653千⼈）

公的研究
機関等

（92千⼈）

約1,200⼈
約400⼈

約600⼈

約1,200⼈

約300⼈

約5,600⼈

約6,300⼈

約12,400⼈
（内グループ間約3,600⼈）

約2,700⼈

新規採⽤

約 21200⼈

約8,400⼈

約1,400⼈

海外

約13,300⼈

約5,400⼈

注）海外は、⼤学、独法等
H16年度 中・⻑期のみ

出典：内閣府作成



科学技術基本計画の20年を振り返って



第１期基本計画
（１９９６〜２０００年度）

第２期基本計画
（２００１〜２００５年度）

第３期基本計画
（２００６〜２０１０年度）

第４期
科学技術基本計画
（２０１１〜２０１５年度）

科
学
技
術
基
本
法

︵
１
９
９
５
年
制
定
︶

●政府研究開発投資の拡充
期間内の科学技術関係経費
総額の規模は17兆円
（実績：17.6兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資⾦の拡充
・ポストドクター１万⼈計画
・産学官の⼈的交流の促進
・評価の実施

等

●政府研究開発投資の拡充
期間内の科学技術関係経費
総額の規模は17兆円
（実績：17.6兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資⾦の拡充
・ポストドクター１万⼈計画
・産学官の⼈的交流の促進
・評価の実施

等

●基本理念
・新しい知の創造
・知による活⼒の創出
・知による豊かな社会の創⽣
●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改⾰
－競争的研究資⾦倍増
－産学官連携の強化 等
・２期総額規模は24兆円
（実績：21.1兆円）

・３期総額規模は25兆円
（実績：21.7兆円）

●基本理念
・新しい知の創造
・知による活⼒の創出
・知による豊かな社会の創⽣
●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改⾰
－競争的研究資⾦倍増
－産学官連携の強化 等
・２期総額規模は24兆円
（実績：21.1兆円）

・３期総額規模は25兆円
（実績：21.7兆円）

●基本⽅針
・科学技術イノベーションの⼀体的展開
・⼈材とそれを⽀える組織の役割の重視
・社会とともに創り進める政策の実現

●基本⽅針
・科学技術イノベーションの⼀体的展開
・⼈材とそれを⽀える組織の役割の重視
・社会とともに創り進める政策の実現

・分野別の重点化から課題達成型の
重点化へ
（震災からの復興・再⽣の実現
グリーン、ライフ・イノベーション等）

・基礎研究と⼈材育成の強化
・PDCAサイクルの確⽴やアクション
プラン等の改⾰の徹底

総額規模は25兆円

科学技術基本計画と科学技術基本法

出典：内閣府作成



【サイエンス誌】 【ネイチャー誌】

0
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論⽂数シェア
Top10%補正論⽂数シェア

(％)
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Top10%補正論⽂数シェア

(％)

※ article, letter, note, reviewを分析対象とし、整数カウントにより分析。3年移動平均値である。
※ Top10％補正論⽂数とは、被引⽤回数が各年各分野で上位10％に⼊る論⽂の抽出後、実数で論⽂数の1/10となるように補正を

加えた論⽂数を指す。
※ トムソン・ロイター社 Web of Scienceを基に、科学技術政策研究所が集計

出典： 科学技術政策研究所「科学研究のベンチマーキング2012」調査資料-218 （平成25年3⽉）を基に⽂部科学省作成

（年） （年）

○ 代表的な国際著名誌であるサイエンス誌、ネイチャー誌における我が国の論⽂数シェア、
Top10％補正論⽂数シェアはいずれも増加傾向。

サイエンス誌、ネイチャー誌における我が国の論⽂数シェアの推移



出典：⽂部科学省作成※ 2008年南部陽⼀郎博⼠、2014年中村修⼆博⼠は、⽶国籍であることから、⽶国に計上

受賞年 ⽒名 対象研究
1949 湯川 秀樹 物理学賞 中間⼦の存在の予想

1965 朝永 振⼀郎 物理学賞 量⼦電気⼒学分野での基礎的研究

1973 江崎 玲於奈 物理学賞 半導体におけるトンネル効果の実験的発⾒

1981 福井 謙⼀ 化学賞 化学反応過程の理論的研究

1987 利根川 進 ⽣理学・医学賞 多様な抗体を⽣成する遺伝的原理の解明

2000 ⽩川 英樹 化学賞 導電性⾼分⼦の発⾒と発展

2001 野依 良治 化学賞 キラル触媒による不⻫反応の研究

2002 ⼩柴 昌俊 物理学賞 天⽂物理学、特に宇宙ニュートリノの検出に対するパイオニア的貢献

2002 ⽥中 耕⼀ 化学賞 ⽣体⾼分⼦の同定および構造解析のための⼿法の開発

2008 南部 陽⼀郎 物理学賞 素粒⼦物理学における⾃発的対称性の破れの発⾒

2008 ⼩林 誠 物理学賞
⼩林・益川理論とCP対称性の破れの起源の発⾒による素粒⼦物理学への貢献

2008 益川 敏英 物理学賞

2008 下村 脩 化学賞 緑⾊蛍光タンパク質（GFP）の発⾒と⽣命科学への貢献

2010 鈴⽊ 章 化学賞
有機合成におけるパラジウム触媒クロスカップリング反応の開発

2010 根岸 英⼀ 化学賞

2012 ⼭中 伸弥 ⽣理学・医学賞 成熟細胞が、初期化され多能性を獲得し得ることの発⾒

2014 ⾚﨑 勇 物理学賞

明るく省エネルギーの⽩⾊光源を可能にした効率的な⻘⾊発光ダイオードの発明2014 天野 浩 物理学賞

2014 中村 修⼆ 物理学賞

⽇本⼈受賞者

1901－ 1990
年

1991－ 2000
年

2001－2014
年

合計

⽶国 156 39 55 250
英国 65 3 10 78
ドイツ 58 5 6 69
フランス 22 3 6 31
⽇本 5 1 11 17

○ 今世紀に⼊ってから、我が国は⽶国に次いでノーベル賞受賞者数（⾃然科学系）が
多く、第２位。

ノーベル賞受賞者数（⾃然科学系）


